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Ｑ＆Ａ 
いわゆる「複合業務」における派遣受入期間の 

制限等について 

Q１ 労働者派遣事業において、派遣受入期間の制限のない 

業務にはどのようなものがありますか。 

 

 

Q２ いわゆる「複合業務」とは、どのようなものですか。 

 

 

Q３ 「政令２６業務」(「政令２６業務の付随業務」を含 

む。)、「政令２６業務の付随的な業務」、「複合業務」 

のそれぞれにおいて、派遣受入期間の制限の取扱いは、 

どのように異なりますか。 

 

 

Q４ 職場で見られる次のような行為は、政令２６業務の付 

随的な業務として、通常の場合の１日当たり又は１週間 

当たりの就業時間数で１割以下にしなければならないも 

のですか、それともそれ以外のものですか。 

   休憩、朝礼、ごみ捨て、掃除、後片付け 

用紙の補給、電話応対、書類整理 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ１ 労働者派遣事業において、派遣受入期間の制限のない業務にはどのような

ものがありますか。 

Ａ  

労働者派遣事業において、次の業務の労働者派遣には、派遣受入期間の 

制限がありません。 

 

①  労働者派遣法施行令第４条第１号から第２６号までに規定されるい

 わゆる「政令２６業務」 

 （労働者派遣法第４０条の２第１項第１号） 

  

 ②  事業の開始、転換、拡大、縮小又は廃止のための業務であって３年 

以内の完了が予定されるいわゆる「有期プロジェクト業務」    

                         （同項第２号イ） 

  

③ その業務が１か月間に行われる日数（派遣先の労働者と派遣労働者と 

が従事する場合はそのいずれか又は両方により当該業務が行われるこ 

ととなる日数）が、派遣先の通常の労働者の１か月の所定労働日数の半 

分以下、かつ、１０日以下のいわゆる「日数限定業務」       

                       （同項第２号ロ） 

 

④ 産前産後休業、育児休業又はこれらに先行し若しくは後続する母性保 

護若しくは子の養育のための休業をする労働者の業務       

                          （同項第３号） 

 

  ⑤ 介護休業及びこれに後続する介護のための休業をする労働者の業務

                         （同項第４号） 



 

 

 

 

 

 

Ｑ２ いわゆる「複合業務」とは、どのようなものですか。 

Ａ  

１ いわゆる「複合業務」は、政令２６業務とそれ以外の業務を併せて行

  う場合の業務全体を指すものです。 

 

   ２ また、複合業務に含まれる政令２６業務以外の業務が一定の条件を満 

たす場合には、当該複合業務を全体として派遣受入期間の制限のない業 

務として取り扱うことができるものとされ（Ｑ３参照）、この場合の当 

該複合業務に含まれる政令２６業務以外の業務は、いわゆる「政令２６ 

業務の付随的な業務」とします。 

 

   ３ さらに、労働者派遣法施行令第４条において条文上明示される政令２６ 

業務と密接不可分な行為又は一体的に行われる行為は、いわゆる「政 

令２６業務の付随業務」であり、政令２６業務の一部に含まれます。 

    

   ４ このように、「政令２６業務の付随的な業務」と「政令２６業務の付 

随業務」は別のものであり、派遣受入期間の制限等に係る取扱いも異 

なります。（Ｑ３参照） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ３ 「政令２６業務」(「政令２６業務の付随業務」を含む。)、「政令２６業

務の付随的な業務」、「複合業務」のそれぞれにおいて、派遣受入期間の

制限の取扱いは、どのように異なりますか。 

Ａ  

１ 「政令２６業務」については、派遣受入期間の制限がありません。 

 

   ２ 「政令２６業務の付随的な業務」は、政令２６業務に伴って付随的に 

行う政令２６業務以外の業務であって、その割合が通常の場合の１日当 

たり又は１週間当たりの就業時間数で１割以下のものであり、全体とし 

て派遣受入期間の制限を受けない業務として取り扱うことができます。 

 

   ３ 「複合業務」は、上記２の「政令２６業務の付随的な業務」を除き、 

派遣受入期間に制限のある業務に該当します。 



 

 

    

 

Ｑ４ 職場で見られる次のような行為は、政令２６業務の付随的な業務として、

通常の場合の１日当たり又は１週間当たりの就業時間数で１割以下にしな

ければならないものですか、それともそれ以外のものですか。 

       休憩、朝礼、ごみ捨て、掃除、後片付け、用紙の補給 

       電話応対、書類整理 

Ａ   

職場での行為が政令２６業務の付随的な業務に当たるか否かは、それが 

行われる具体的な状況を踏まえて判断することになりますが、一般的には 

以下のように整理します。 

 

１ 拘束を受けることのない「休憩」については、業務には当たらず、政 

令２６業務の付随的な業務にも該当しません。 

 

２ 「朝礼」については、通常は、直接雇用される労働者と派遣労働者と 

いった区別なく対象として職場横断的、全般的な事項について方針の指 

示等が行われるものであることから、当該派遣労働者が政令２６業務に 

従事するものである場合には、当該政令２６業務の一部となります。 

 

３ 「ごみ捨て」、「掃除」、「後片付け」、「用紙の補給」、「電話応 

対」、「書類整理」について、例示をすると次のようになります。 

  例   労働者派遣法施行令第４条第５号に規定される事務用機

器操作の業務（いわゆる「５号業務」） 

 

ア 事務用機器操作及びその準備、整理の過程において行われる 

次のような行為は、５号業務と一体的に行われる「５号業務の 

付随業務」です。 



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

① 業務である機械操作を行う上で使用することが必要な書類

について、業務の準備時、終了時に当該業務と一体のものと 

して行う書類整理。 

② 専ら派遣労働者自らが使用する机及びその周辺の後片付け 

及び掃除並びに当該机に備え付けられたごみ箱のごみ捨て。 

③ 派遣労働者が行う就業場所のごみ捨て、掃除、後片付けで 

あって、当該就業場所で直接雇用されている労働者も含め当

番制等により適切な分担がなされているもの。 

④ 派遣労働者自らが使用するプリンタへの用紙の補給、紙詰 

まりへの対応（共用プリンタの場合には、補給等が必要とな

った時点においてプリンタを使用していた者がこれを行うこ

ととする等共用者間で適切な分担がなされているものを含み

ます。）。 

⑤ 業務である機械操作を行う上で不明な情報について、派遣 

労働者が必要な問合せを行い、当該問合せに対する回答を受 

けることや、そのための電話応対。（これ以外の電話にも応 

対することとされている場合でも、直接雇用されている者を 

含め特定の者に電話応対が偏ることのないよう、当該就業場 

所に在室する誰もが電話応対をするように取り決めをしたり、

当番制を導入する等適切な分担がなされているものは、⑤の 

電話応対と同様に取り扱うことができます。ただし、当該就 

業場所を含む派遣先の事業所の一部にのみ代表電話が置かれ 

当該就業場所あて以外の電話応対が日常的にある場合や、適 

切に分担された当番制を設けずに日中は外出している労働者 

の電話応対を派遣労働者が分担する場合にあっては、「５号 

業務の付随的な業務」としての取扱いをする必要があります。）

 

イ ５号業務に伴って付随的に行われる次のような行為は、「５ 

号業務の付随的な業務」としての取扱いをする必要があります。 



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ なお、仮にその従事する政令２６業務の就業場所以外の就業場所において 

派遣労働者が政令２６業務以外の業務に従事する場合、当該派遣労働者が従 

事することとなる「複合業務」における政令２６業務以外の業務は「政令 ２６ 

業務の付随的な業務」には該当せず、当該複合業務を全体として派遣受入期 

間に制限のない業務として取り扱うことはできません。 

① 派遣労働者の就業場所において業務に従事する者が業務に 

使用することが必要な書類について、自他のいずれが使用す 

るかに関わりなく、その準備時、終了時の書類整理が派遣労

働者の仕事とされている場合の準備時等の書類整理。 

② 派遣労働者の就業場所におけるごみ捨て、掃除、後片付け 

が派遣労働者の仕事とされている場合のごみ捨て等。 

③ 派遣労働者の就業場所におけるプリンタへの用紙の補給、 

紙詰まりへの対応等が派遣労働者の仕事とされている場合の

用紙の補給等。 

④ 派遣労働者の就業場所における電話応対が派遣労働者の仕 

事とされている場合の電話応対。 


